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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期

会計期間

自平成17年
９月１日
至平成18年
２月28日

自平成18年
９月１日
至平成19年
２月28日

自平成19年
９月１日
至平成20年
２月29日

自平成17年
９月１日
至平成18年
８月31日

自平成18年
９月１日
至平成19年
８月31日

売上高 （千円） 491,171 602,712 732,007 1,051,245 1,349,062

経常利益 （千円） 101,213 80,765 36,468 210,867 125,385

中間（当期）純利益 （千円） 57,450 43,436 75,452 121,039 33,768

純資産額 （千円） 336,240 940,958 997,604 471,829 925,546

総資産額 （千円） 577,444 1,114,376 1,506,243 698,727 1,531,779

１株当たり純資産額 （円） 302,919.51 32,296.23 34,531.13 18,503.13 31,919.42

１株当たり中間（当期）

純利益金額
（円） 52,515.13 1,519.25 2,611.72 8,087.77 1,176.11

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額
（円） － 1,470.89 2,585.49 － 1,142.08

自己資本比率 （％） 58.2 83.6 66.2 67.5 60.2

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 46,524 △110,459 △105,241 140,440 △220,025

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △17,462 △108,289 35,766 △36,761 △219,645

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 49,149 399,394 △30,620 61,338 753,294

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高
（千円） 280,052 547,505 580,388 366,859 680,483

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

53

(4)

70

(6)

80

(5)

61

(5)

89

(4)

　（注）１. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第９期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株予約権の残高がありますが、

当社株式は非上場・非登録であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３．当社は、平成18年６月28日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。

EDINET提出書類

株式会社メディア工房(E05622)

半期報告書

 2/62



(2）提出会社の経営指標等

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期

会計期間

自平成17年
９月１日
至平成18年
２月28日

自平成18年
９月１日
至平成19年
２月28日

自平成19年
９月１日
至平成20年
２月29日

自平成17年
９月１日
至平成18年
８月31日

自平成18年
９月１日
至平成19年
８月31日

売上高 （千円） 486,724 568,999 593,941 1,026,580 1,196,130

経常利益 （千円） 104,657 76,153 57,630 211,732 197,525

中間（当期）純利益 （千円） 60,930 41,480 12,547 121,974 107,236

資本金 （千円） 119,750 399,668 400,028 191,750 400,028

発行済株式総数 （株） 1,110 28,830 28,890 25,500 28,890

純資産額 （千円） 340,039 930,398 1,009,422 473,084 996,874

総資産額 （千円） 581,018 1,097,404 1,454,781 696,203 1,564,578

１株当たり純資産額 （円） 306,342.32 32,271.90 34,940.20 18,552.34 34,505.87

１株当たり中間（当期）

純利益金額
（円） 55,695.85 1,450.83 434.33 8,150.25 3,734.89

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額
（円） － 1,404.64 429.97 － 3,626.82

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 58.5 84.8 69.4 68.0 63.7

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

52

(4)

69

(6)

75

(5)

60

(5)

70

(4)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第９期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株予約権の残高がありますが、

当社株式は非上場・非登録であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３．当社は、平成18年６月28日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。
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２【事業の内容】

  当社グループは、当社と連結子会社３社の４社から構成されており、コンテンツ事業と美容関連事業並びにその他の事

業を営んでおります。当中間連結会計期間における、各事業に係る事業内容の変更及び主要な関係会社の異動は、次のと

おりであります。     

(1)コンテンツ事業

　　事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。 

(2)美容関連事業

　平成19年12月に連結子会社である株式会社ＴＮＫの株式を全株売却したため、同社は連結子会社でなくなりました。

平成20年２月に連結子会社である株式会社アンクルールを設立し、Ｅコマースで美容関連商品を販売していくため、複

数ブランドの立ち上げを進めております。　 

 　(3)その他の事業

　平成19年12月に連結子会社である株式会社ＭＫコミュニケーションズを設立し、携帯電話販売事業を開始いたしまし

た。また、平成20年２月に第１号店舗を開店いたしました。

　

３【関係会社の状況】

（1）当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

連結子会社

 株式会社ＭＫコミュニ

ケーションズ（注）

 東京都港区 50,000  携帯電話機の販売 100.0
 役員の兼任３名

  資金の援助

連結子会社

 株式会社アンクルール
 東京都港区 30,000  化粧品の販売 100.0  役員の兼任４名

　（注）株式会社ＭＫコミュニケーションズは、特定子会社に該当しております。

（2）当中間連結会計期間において連結子会社であった株式会社ＴＮＫは当社が所有する株式をすべて売却したため、

子会社ではなくなりました。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

当社グループの従業員は、次のとおりです。

　 平成20年２月29日現在

事業の区分 従業員数（人）

コンテンツ事業 64 (4) 

美容関連事業 2（-）

その他の事業 5 (1)

共　通  9 (-)

合計 80 (5)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーは臨時雇用者数に含み、派遣社員は除く）は、当中間連結会計期間の平均人員

を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　当社の従業員数は、次のとおりです。

　 平成20年２月29日現在

従業員数（人） 75（5）　

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーは臨時雇用者数に含み、出向者、派遣社員は除く）は、当中間会計期間の平均人

員を（　）外数で記載しております。

　

 (3）労働組合の状況

    労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題や原油をはじめとする原材料価格の高騰

による影響が世界規模で拡大し、個人消費の伸びが鈍化しはじめ、景気に減速感が広がってまいりました。 

　当社グループの中心事業である携帯電話向け及びＰＣ向けデジタルコンテンツ配信を取り巻く市場環境は、平成19年

３月時点でのインターネットの世帯普及率は64.0％、利用人口は8,226万人となっており（出所：インターネットメ

ディア総合研究所の推計）、利用者数は順調に増加しております。携帯電話の累計契約台数は平成19年２月末の95,762

千台から平成20年２月末には101,376千台に増加しております。またそのうち、第３世代、第3.5世代端末の占める割合に

ついては平成19年２月末の70.7％から平成20年２月末には85.0％まで上昇しており（出所：電気通信事業者協会）、携

帯電話でのインターネット利用環境が、急速に浸透しております。 

　このような中、当社グループコンテンツ事業においては、マーケット環境に対応し、携帯電話経由のユーザー獲得を進

めるため、制作体制をＰＣ向けから携帯電話向けにシフトし、収益の確保に注力してまいりました。

 　　美容関連事業においては、平成19年２月に連結子会社化した株式会社ＴＮＫを平成19年12月に売却いたしました。

また、平成20年２月に連結子会社である株式会社アンクルールを設立し、Ｅコマースで美容関連商品を販売していくた

め、複数のブランドの立ち上げを進めております。

 　その他の事業として平成19年12月に連結子会社である株式会社ＭＫコミュニケーションズを設立し、携帯電話販売事

業を開始いたしました。

 　　これらの活動の結果、当中間連結会計期間の売上高は732,007千円（前年同期比21.5%増）となりましたが、コンテンツ

事業における制作原価の増加や広告宣伝費の増加により、営業利益は37,126千円（前年同期比63.3%減）、経常利益は

36,468千円（前年同期比54.8%減）となりました。中間純利益は、株式会社ＴＮＫ売却による関係会社株式売却益

51,335千円を特別利益として計上したことにより、75,452千円（前年同期比73.7%増）と増益となりました。

　

 　事業別の状況は次のとおりであります。

(コンテンツ事業)

 　　当社グループのコンテンツ事業は、携帯電話向け及びＰＣ向けに占いを中心とするコンテンツを配信するものです。

①携帯電話向けコンテンツについて

　携帯電話を利用したインターネットユーザーの増加に対応し、社内の人員体制を携帯電話コンテンツ向けにシフト

し、既存コンテンツのリニューアル、新規コンテンツの投入に注力いたしました。平成19年11月に携帯電話向けにラン

キング情報、音楽情報を配信するオリコンモバイル株式会社（現商号：株式会社oricon ME）へ出資すると同時に業

務提携を行い、双方のサイトへ相互リンクを張るなど、シナジー性を高めてまいりました。

　また、当社グループコンテンツへの利用者の誘導を促進するために、積極的にアフィリエイト広告を行ったり、ＳＥＯ

（検索エンジン最適化）対策を行うなど売上高拡大に力を入れました。当中間連結会計期間末現在の携帯電話向けコ

ンテンツ数は22コンテンツ、提供サイト数は66サイトとなりました。

②ＰＣ向けコンテンツについて

　ＰＣ向けコンテンツ制作におきましては、マーケット規模に合わせた効率運営を念頭に置きながら、新規コンテンツ

の投入を行う一方で既存コンテンツのスクラップやリニューアル及びプロモーションの企画等を行い、ユーザー数の

維持獲得に注力し、売上高の確保に努めました。当中間期末現在のＰＣ向けコンテンツ数は39コンテンツ、提供サ

イト数は221サイトとなっております。

③その他のコンテンツについて

　連結子会社である株式会社ムービーズが映像コンテンツの制作を行っております。

　これらの結果、当中間連結会計期間のコンテンツ事業の売上高は、637,877千円、営業利益は214,000千円となりました。

 

(美容関連事業)

　美容関連事業では、平成19年12月に株式会社ＴＮＫを売却したことにより、投資資金を回収すると同時に、特別利益と

して関係会社株式売却益51,335千円を計上いたしました。また、平成20年２月に連結子会社である株式会社アンクルー

ルを設立いたしました。同社はＥコマースで化粧品等美容関連商品の販売を行っていく予定です。

　当中間連結会計期間の美容関連事業の売上高については９月から11月までの株式会社ＴＮＫの実績を含め売上高

87,488千円、営業損失1,712千円を計上しております。
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 　(その他の事業)

　その他の事業として開運グッズサイト「満福館」での風水グッズ等の販売を行っております。また、平成19年12月に

連結子会社である株式会社ＭＫコミュニケーションズを設立し、携帯電話販売事業を開始しました。平成20年２月に

第一号店である「モバイルモバイル秋川店」を開店いたしました。携帯電話販売事業につきましては今後積極的な店

舗展開を進めていく予定です。

　当中間連結会計期間のその他の事業の売上高は6,640千円、営業損失は20,628千円となりました。

　

(2) キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前期末と比較して100,095千円減少し、580,388千円となりまし

た。内訳は、営業活動において105,241千円の支出、投資活動において35,766千円の収入、財務活動において30,620千円の支

出となりました。

（営業活動におけるキャッシュ・フロー）

 営業活動によるキャッシュ・フローは、当中間連結会計期間は105,241千円の支出(前年同期は110,459千円の支出）

となりました。これは主に税金等調整前中間純利益87,803千円(関係会社株式売却益(51,335千円）調整後36,468千

円）、減価償却費30,427千円を計上する一方、携帯電話販売事業開始に伴うキャリアへの営業保証金の差入れ140,000

千円、法人税等の支払額51,008千円によるものです。

（投資活動におけるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、当中間連結会計期間は35,766千円の収入（前年同期は108,289千円の支出）

となりました。これは主に、オリコンモバイル株式会社（現商号：株式会社oricon ME）の株式取得による投資有価証

券の取得による支出100,000千円、有形固定資産の取得による支出29,920千円、無形固定資産の取得による支出31,337千

円などの支出の一方、株式会社ＴＮＫ売却に伴う収入220,223千円(貸付金の回収による収入170,000千円、株式売却によ

る収入50,223千円）の計上によるものです。

（財務活動におけるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、当中間連結会計期間は30,620千円の支出(前年同期は399,394千円の収入）と

なりました。これは長期借入金の返済による支出80,620千円、短期借入金による収入50,000千円によるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは、主に占いをデジタルコンテンツ化し、Ｗebサイト向けに提供する事業を行っており、また美容関連

事業においても、Eコマースによる化粧品販売を行っており、提供するサービスの性格上、生産に該当する事項がな

いため記載しておりません。

(2）仕入実績

　商品仕入実績を事業の区分別に示すと、次のとおりであります。

事業の区分

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

金額（千円） 前年同期比（％）

美容関連事業（注2） 1,974 －

その他の事業 1,747 49.6

合計 3,721 105.6

　（注）１. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

        ２. ㈱ＴＮＫを平成19年２月より連結範囲に含めましたが、前年同期の損益計算書については連結していないため、前年同期比は記載して

おりません。

(3）販売実績

　販売実績を事業の区分別に示すと、次のとおりであります。

事業の区分

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

金額（千円） 前年同期比（％）

コンテンツ事業 637,877 106.8

美容関連事業（注2） 87,488 －

その他の事業 6,640 120.8

合計 732,007 121.5

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 　　　 ２. ㈱ＴＮＫを平成19年２月より連結範囲に含めましたが、前年同期の損益計算書については連結していないため、前年同期比は記載してお

りません。

３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであ

ります。

相手先

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社NTTドコモ 152,228 25.3 161,507 22.1

ＫＤＤＩ株式会社 85,607 14.2 129,521 17.7

ヤフー株式会社 92,648 15.4 78,942 10.8

ソフトバンクモバイル株式会社 57,242 9.5 68,192 9.3

ニフティ株式会社 75,466 12.5 60,074 8.2

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．株式会社ＮＴＴドコモに対する販売実績、ＫＤＤＩ株式会社に対する販売実績の一部及びソフトバンクモバイル株式会社に対する販

売実績は、iモードサービス、EZweb有料情報提供サービス及びＹahoo！ケータイを介してユーザーが情報の提供を受け、その利用代金

を当社に代わり、株式会社ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ株式会社及びソフトバンクモバイル株式会社が料金回収代行サービスとして回収

した金額であります。
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３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４【経営上の重要な契約等】

  当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等は次のとおりであります。

　　 （１）株式の譲受

 　　　　  当社は、平成19年11月にオリコン・モバイル株式会社の株式の一部を譲受しております。

 　　　　  なお、平成19年12月１日に社名を株式会社ｏｒｉｃｏｎ　ＭＥに変更しております。

被取得先企業の名称 契約内容 株式取得年月

 オリコン株式会社  株式譲渡契約書 平成19年11月 

 　　（２）株式の売却

 　　　　  当社は、株式会社ＴＮＫの全株式を平成19年12月に売却しております。

 　　　　  なお、平成20年１月25日に社名を株式会社Ｙ・ＭＥＴＨＯＤに変更しております。

売却先企業の名称 契約内容 株式売却年月

 Ｙメソッド・ホールディングス株式会社 株式売買契約書  平成19年12月

  　 （３）基本契約

 　　　    当社連結子会社である株式会社ＭＫコミュニケーションズは、事業の開始に伴い次の契約を結んでおります。

契約先 契約の名称 契約内容 契約年月 

 株式会社モバイルコミュニティ  取次店基本契約書

電気通信事業者より代理店販売業者

を介して受託している代理店業務を

取次店として再委託する契約

 平成19年12月

 株式会社モバイルコミュニティ  代理店委託契約書
電気通信サービスの取次及び物品等

の販売を委託する契約
 平成19年12月

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備の異動は次のとおりであります。

 　　 株式会社ＴＮＫが連結子会社でなくなったことにより以下の主要な設備が減少しております。

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物付属設備

 　（千円）

工具器具備品

 　（千円）

ソフトウェア

 　（千円）
合計

株式会社ＴＮＫ 

 本店サロン

 （渋谷区）
 美容関連  店舗 30,228 10,403 － 40,631 11

 赤坂東急店

 （千代田区）
 美容関連  店舗 15,325 948 － 16,273 5

 事務所

 （港区）
 美容関連  事務所 － 24,195 2,785 26,980 2

　（注）１. 平成20年１月25日に社名を株式会社Ｙ・ＭＥＴＨＯＤに変更しております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　平成20年２月29日現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

 　　　(1）重要な設備計画の変更

当中間連結会計期間において、該当事項はありません。

　

 　　  (2) 重要な設備計画の完了

 　　　　  当中間連結会計期間において、該当事項はありません。

　

 　　  (3) 新たに確定した重要な設備計画

 　　　　  当中間連結会計期間において、該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000

計 50,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年２月29日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年５月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 28,890 28,890
東京証券取引所

（マザーズ）
－

計 28,890 28,890 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年５月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は含まれて

おりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

１．平成15年11月27日定時株主総会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成20年２月29日）

提出日の前月末現在
（平成20年４月30日）

新株予約権の数（個） 87 87

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─ ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 870 870

新株予約権の行使時の払込金額（円） 12,000 同左

新株予約権の行使期間
平成17年12月１日から

平成25年10月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 12,000

資本組入額　　6,000
同左

新株予約権の行使の条件

①権利行使の時に、当社ま

たは当社子会社の取締役、

監査役、従業員、顧問の地位

にあることを要する。

②その他の新株予約権の行

使条件は、付与者と締結さ

れる新株予約権割当契約に

よるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡する場合

は、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項  ─  ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ─  ─

　（注）１．当社が新株予約権発行日後に、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結

果生ずる１株未満の株式数は切り捨てるものとし、現金による調整は行わない。また、かかる調整により対象株式が０となる場合には

かかる調整は行わないものとする。
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調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
1

分割・併合の比率

３．当社が時価を下回る払込金額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使及び平成14年３月31日以前の

株主総会決議により発行された新株引受権付社債の新株引受権を行使する場合を除く。）には、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行　使

価　額

＝

調整前

行　使

価　額

×

既発行株式数　＋

新規発行株式数×１株当り払込金額

１株当り時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

４．新株予約権の目的となる株式の数は、平成15年11月27日定時株主総会決議及び平成16年８月４日取締役会決議による発行数から、

付与対象者の権利行使及び退職による失効に伴い、新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

５．平成18年６月６日開催の取締役会決議により、平成18年６月28日付で１株を10株に分割しております。

これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

２．平成17年８月22日臨時株主総会決議

区　分
中間会計期間末現在
（平成20年２月29日）

提出日の前月末現在
（平成20年４月30日）

新株予約権の数（個） 10 10

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ─  ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 100 100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 80,000 同左

新株予約権の行使期間
平成19年10月１日から

平成27年７月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 80,000

資本組入額　 40,000
同左

新株予約権の行使の条件

①権利行使の時に、当社ま

たは当社子会社の取締役、

監査役、従業員、社外協力者

の地位にあることを要す

る。

②その他の新株予約権の行

使条件は、付与者と締結さ

れる新株予約権割当契約に

よるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡する場合

は、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ─  ─

　（注）１．当社が新株予約権発行日後に、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結

果生ずる１株未満の株式数は切り捨てるものとし、現金による調整は行わない。また、かかる調整により対象株式が０となる場合には

かかる調整は行わないものとする。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
1

分割・併合の比率

３．当社が時価を下回る払込金額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使及び平成14年３月31日以前の

株主総会決議により発行された新株引受権付社債の新株引受権を行使する場合を除く。）には、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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調整後

行　使

価　額

＝

調整前

行　使

価　額

×

既発行株式数　＋

新規発行株式数×１株当り払込金額

１株当り時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

 ４．新株予約権の目的となる株式の数は、平成17年８月22日臨時株主総会決議及び平成18年２月27日、平成18年４月24日並びに平成18年

５月12日取締役会決議による発行数から、付与対象者の退職による失効に伴い、新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数

を減じております

５．平成18年６月６日開催の取締役会決議により、平成18年６月28日付で１株を10株に分割しております。

これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

     会社法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

１.平成19年11月29日定時株主総会決議、平成20年3月28日取締役会決議

 
中間会計期間末現在
（平成20年２月29日）

提出日の前月末現在
（平成20年４月30日）

新株予約権の数（個）   ― 500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   ― －

新株予約権の目的となる株式の種類 ―           普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）    ― 500

新株予約権の行使時の払込金額（円）    ― 27,437

新株予約権の行使期間 ―     自　平成22年４月１日 

    至　平成27年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の　

発行価格及び資本組入額（円）
 ―

発行価格

資本組入額

27,437

13,719

新株予約権の行使の条件 ―

①権利行使の時に、当社の取

締役、従業員もしくは顧問ま

たは連結子会社の取締役もし

くは従業員の地位にあること

を要する。

②行使価額の年間（１月１日

から12月31日）の合計額が

1,200万円を超えないこととす

る。

 ③その他の新株予約権の行使

条件は、付与者と締結される

新株予約権割当契約によるも

のとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 ―
 新株予約権を譲渡する場合

は、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―  ― 

１．当社が新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という）の後に、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的と

なる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的と

なる株式について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

 調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 また、上記のほか、割当日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で当社は必要と認める株式数

の調整を行う。
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２．割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
1

分割・併合の比率

３．割当日後、当社が、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行　使

価　額

＝

調整前

行　使

価　額

×

既発行株式数　＋

新規発行株式数×１株当り払込金額

１株当り時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

 　　　２.平成19年11月29日定時株主総会決議、平成20年3月28日取締役会決議、平成20年４月23日取締役会決議

 
中間会計期間末現在
（平成20年２月29日）

提出日の前月末現在
（平成20年４月30日）

新株予約権の数（個）   ― 500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   ― －

新株予約権の目的となる株式の種類 ―           普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）    ― 500

新株予約権の行使時の払込金額（円）    ― 26,400

新株予約権の行使期間 ―
    自　平成22年４月24日 

    至　平成24年４月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の　

発行価格及び資本組入額（円）
 ―

発行価格

資本組入額

26,400

13,200

新株予約権の行使の条件 ―

①権利行使の時に、当社の取

締役、従業員もしくは顧問ま

たは連結子会社の取締役もし

くは従業員の地位にあること

を要する。

②行使価額の年間（１月１日

から12月31日）の合計額が

1,200万円を超えないこととす

る。

 ③その他の新株予約権の行使

条件は、付与者と締結される

新株予約権割当契約によるも

のとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 ―
 新株予約権を譲渡する場合

は、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―  ― 

１．当社が新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という）の後に、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的と

なる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的と

なる株式について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

 調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

また、上記のほか、割当日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で当社は必要と認める株式数

の調整を行う
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 ２．割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
1

分割・併合の比率

３．割当日後、当社が、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行　使

価　額

＝

調整前

行　使

価　額

×

既発行株式数　＋

新規発行株式数×１株当り払込金額

１株当り時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

（３）【ライツプランの内容】

 　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

 年月日
発行済株式総
数増減数
 （株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成20年２月29日 － 28,890 － 400,028 － 297,025

　　

（５）【大株主の状況】

　 平成20年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

長沢一男 千葉県柏市 18,068 62.54

株式会社アエリア 東京都港区赤坂５－２－20 623 2.16

ニフティ株式会社 東京都品川区南大井６－26－１ 500 1.73

ソフトバンクＢＢ株式会社 東京都港区東新橋１－９－１ 500 1.73

長沢敦子 千葉県柏市 450 1.56

山城正毅 沖縄県うるま市 200 0.69

三枝寅雄 山梨県甲府市 200 0.69

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内１－９－１ 195 0.67

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリ

ティーズ（ジャパン）リミテッド

 （ビー・エヌ・ピー・パリバ証券会社）

東京都千代田区丸の内１－９－１ 167 0.58

ＳＢＩイー・トレード証券株式会社　

自己融資口

東京都港区六本木１－６－１ 157 0.54

計 － 21,060 72.90
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　28,890 28,890 －

端株 － － －

発行済株式総数 28,890 － －

総株主の議決権 － 28,890 －

②【自己株式等】

　 平成20年２月29日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年９月 10月 11月 12月 平成20年１月 ２月

最高（円） 32,400 51,800 49,200 47,350 39,150 29,800

最低（円） 22,200 30,000 39,200 38,600 23,250 22,070

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年９月１日から平成20年２月29日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年９月１日から平成20年２月29日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日ま

で）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年９月１日から平成

20年２月29日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年９月１日から平成20年２月29日まで）の中

間財務諸表について、あずさ監査法人の中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

　 　
前中間連結会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間連結会計期間末
（平成20年２月29日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金 　  547,505   580,388   680,483  

２．売掛金 　  229,055   253,670   274,673  

３. 有価証券 ※3  －   9,999   9,999  

４．たな卸資産 　  8,608   29,958   168,741  

５. 販売用不動産 　  －   72,164   72,599  

６．前渡金 　  100,024   －   27,242  

７. 短期貸付金 　  －   130,000   －  

８．その他 　  62,683   31,791   40,969  

９. 貸倒引当金 　  △1,715   △6,249   △1,459  

流動資産合計 　  946,161 84.9  1,101,723 73.1  1,273,251 83.1

Ⅱ　固定資産 　          

１．有形固定資産  ※1  73,907   47,826   129,589  

２．無形固定資産 　  34,964   53,542   33,330  

３．投資その他の資産 　          

 （1）投資有価証券 　 －   101,113   1,113   

 （2）営業保証金 　 －   140,000   －   

 （3）その他  ※2 －   62,038   94,495   

 　投資その他の資産合計 ※2,3  59,342   303,151   95,608  

固定資産合計 　  168,214 15.1  404,520 26.9  258,528 16.9

資産合計 　  1,114,376 100.0  1,506,243 100.0  1,531,779 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間連結会計期間末
（平成20年２月29日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１．買掛金 　  35,703   44,580   39,613  

２. 短期借入金 　  －   50,000   －  

３．一年以内返済予定の長
期借入金

　  26,040   148,240   156,640  

４．未払費用 　  43,895   55,371   60,233  

５．未払法人税等 　  39,383   12,625   53,820  

６．その他 　  12,305   31,371   57,256  

流動負債合計 　  157,328 14.1  342,189 22.7  367,563 24.0

Ⅱ　固定負債 　          

１．長期借入金 　  16,090   166,450   238,670  

固定負債合計 　  16,090 1.5  166,450 11.1  238,670 15.6

負債合計 　  173,418 15.6  508,639 33.8  606,233 39.6

　 　          

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  399,668 35.9  400,028 26.6  400,028 26.1

２．資本剰余金 　  296,665 26.6  297,025 19.7  297,025 19.4

３．利益剰余金 　  234,766 21.1  300,550 19.9  225,098 14.7

株主資本合計 　  931,100 83.6  997,604 66.2  922,151 60.2

Ⅱ　少数株主持分 　  9,857 0.8  － －  3,394 0.2

純資産合計 　  940,958 84.4  997,604 66.2  925,546 60.4

負債純資産合計 　  1,114,376 100.0  1,506,243 100.0  1,531,779 100.0
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②【中間連結損益計算書】

　 　
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  602,712 100.0  732,007 100.0  1,349,062 100.0

Ⅱ　売上原価 　  255,010 42.3  336,683 46.0  590,034 43.7

売上総利益 　  347,701 57.7  395,323 54.0  759,027 56.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1  246,462 40.9  358,197 48.9  580,625 43.1

営業利益 　  101,239 16.8  37,126 5.1  178,401 13.2

Ⅳ　営業外収益 　          

１. 受取利息 　 550   1,705   1,675   

２. 受取賃貸料 　 －   4,246   3,319   

３. 業務受託料 　 －   1,800   －   

４．その他 　 168 718 0.1 819 8,571 1.2 264 5,259 0.4

Ⅴ　営業外費用 　          

１．支払利息 　 749   5,579   4,463   

２．株式交付費 　 3,418   －   3,418   

３．株式上場関連費用 　 17,020   －   17,020   

４. 開業費 　 －   －   31,569   

５. 不動産賃貸費用 　 －   1,934   －   

６．その他 　 3 21,192 3.5 1,714 9,228 1.3 1,803 58,276 4.3

経常利益 　  80,765 13.4  36,468 5.0  125,385 9.3

 Ⅵ　特別利益 　          

１. 関係会社株式売却益 　 － － － 51,335 51,335 7.0 － － －

Ⅶ　特別損失 　          

１．固定資産除却損 ※2 29 29 0.0 － － － 770 770 0.1

税金等調整前中間（当
期）純利益

　  80,735 13.4  87,803 12.0  124,615 9.2

法人税、住民税及び事
業税

　 37,371   10,967   95,643   

法人税等調整額 　 △72 37,298 6.2 1,483 12,450 1.7 △2,421 93,221 6.9

少数株主持分損失 　  － －  99 0.0  2,374 0.2

中間（当期）純利益 　  43,436 7.2  75,452 10.3  33,768 2.5
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

　
株主資本

少数株主持分 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年８月31日　残高（千円） 191,750 88,750 191,329 471,829 － 471,829

中間連結会計期間中の変動額       

新株の発行 207,918 207,915  415,833  415,833

中間純利益   43,436 43,436  43,436

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

    9,857 9,857

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

207,918 207,915 43,436 459,270 9,857 469,128

平成19年２月28日　残高（千円） 399,668 296,665 234,766 931,100 9,857 940,958

当中間連結会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

　
株主資本

少数株主持分 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年８月31日　残高（千円） 400,028 297,025 225,098 922,151 3,394 925,546

中間連結会計期間中の変動額       

中間純利益   75,452 75,452  75,452

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

    △3,394 △3,394

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － 75,452 75,452 △3,394 72,058

平成20年２月29日　残高（千円） 400,028 297,025 300,550 997,604 － 997,604

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　
株主資本

少数株主持分  純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年８月31日　残高（千円） 191,750 88,750 191,329 471,829 ― 471,829

連結会計年度中の変動額       

新株の発行 208,278 208,275  416,553  416,553

当期純利益   33,768 33,768  33,768

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

    3,394 3,394

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

208,278 208,275 33,768 450,322 3,394 453,716

平成19年８月31日　残高（千円） 400,028 297,025 225,098 922,151 3,394 925,546
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

区分 注記番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

　    

税金等調整前中間（当
期）純利益

　 80,735 87,803 124,615

減価償却費 　 16,732 30,427 62,144

貸倒引当金の増加・減
少（△）額

　 497 4,790 241

受取利息及び受取配当
金

　 △550 △1,705 △1,675

支払利息 　 749 5,579 4,463

株式交付費 　 3,418 ― 3,418

固定資産除却損 　 29 ― 770

関係会社株式売却益 　 ― △51,335 ―

売上債権の増加（△）
・減少額

　 △19,141 7,742 △64,759

たな卸資産の増加
（△）・減少額

　 △5,794 131 △165,928

 販売用不動産の増加
（△）・減少額

　 ― 435 △72,599

 営業保証金の増加
（△）・減少額

　 ― △140,000 ―

仕入債務の増加・減少
（△）額

　 3,857 5,565 7,767

前渡金の増加（△）・
減少額

　 △100,024 △9,008 △27,242

未払費用の増加・減少
（△）額

　 △16,725 11,951 △387

その他 　 △12,707 △2,713 18,076

小計 　 △48,922 △50,334 △111,097

利息及び配当金の受取
額

　 309 1,705 1,675

利息の支払額 　 △736 △5,603 △4,856

法人税等の支払額 　 △61,108 △51,008 △105,747

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △110,459 △105,241 △220,025
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前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

区分 注記番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

　    

有形固定資産の取得に
よる支出

　 △57,174 △29,920 △151,974

無形固定資産の取得に
よる支出

　 △13,734 △31,337 △21,649

新規連結子会社株式の
取得による収入 

　 8,598 ― 8,598

連結子会社株式の追加
取得による支出

　 ― ― △5,000

連結範囲の変更を伴う
子会社株式の売却によ
る収入

　 ― 50,223 ―

投資有価証券の取得に
よる支出

　 ― △100,000 ―

敷金・保証金の差入に
よる支出 

　 △4,480 △729 △47,923

貸付による支出 　 △41,500 △130,000 △106,500

貸付金の回収による収
入

　 ― 280,000 106,500

その他 　 ― △2,469 △1,696

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △108,289 35,766 △219,645

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

　    

 　　 短期借入金の純増減 　 ― 50,000 ―

 　　 長期借入れによる収入 　 ― ― 400,000

長期借入金の返済によ
る支出

　 △13,020 △80,620 △59,840

株式の発行による収入 　 412,414 ― 413,134

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 399,394 △30,620 753,294

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

　 ― ― ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減
額

　 180,645 △100,095 313,624

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

　 366,859 680,483 366,859

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高

　 547,505 580,388 680,483
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１．連結の範囲に関する事項 子会社はすべて連結しております。

　　 連結子会社　２社

連結子会社の名称

㈱ムービーズ

 　 　㈱ＴＮＫ

上記のうち、㈱ＴＮＫは平成

19年２月に株式を取得して子

会社としたため、当中間連結

会計期間より連結の範囲に含

めております。

  なお、みなし取得日を平成

19年２月28日としているた

め、当中間連結会計期間は同

社の貸借対照表のみを連結し

ております。

子会社はすべて連結しております。

　　 連結子会社　３社

連結子会社の名称

㈱ムービーズ

 　 　㈱ＭＫコミュニケーションズ

 　　 ㈱アンクルール

上記のうち、㈱ＭＫコミュニ

ケーションズは平成19年12月

14日に、㈱アンクルールは平

成20年２月７日に設立し当中

間連結会計期間より連結の範

囲に含めております。

　なお、㈱ＴＮＫにつきまして

は、所有しておりました全株

式を平成19年12月28日付で売

却したため、みなし売却日を

第１四半期連結会計期間末の

翌日とし、連結の範囲から除

外しております。

子会社はすべて連結しております。

　　 連結子会社　２社

連結子会社の名称

㈱ムービーズ

　　  ㈱ＴＮＫ

      上記のうち、㈱ＴＮＫは平成

19年２月に株式を取得した

ため、当連結会計年度より連

結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 同　左

　

同　左

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項

連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しており

ます。

同　左 連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価

法

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

同　左

その他有価証券

時価のないもの

同　左

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

同　左

その他有価証券

時価のないもの

同　左

 ②　たな卸資産

　　商品

総平均法による原価法

仕掛品

個別法による原価法

貯蔵品

総平均法による原価法

 　　  販売用不動産

 　　　　―――――

②　たな卸資産

　　商品

　　同　左

仕掛品

同　左

貯蔵品

同　左

 　　　販売用不動産

 　　　  個別法による原価法

 　　　なお、販売用不動産のうち、賃貸

中の物件については、定額法に

より減価償却を行っておりま

す。

②　たな卸資産

　　　 商品

             同　左

仕掛品

同　左

貯蔵品

同　左

 　　　販売用不動産

 　　　　　　 同　左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①　有形固定資産

定率法

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法等に規

定する方法と同一の基準に

よっております。

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①　有形固定資産

同　左

　

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①　有形固定資産

同　左

　

 ②　無形固定資産

 自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用

可能期間（２～５年）に基

づく定額法によっておりま

す。

②　無形固定資産

　　　　同　左

②　無形固定資産

同　左

  (3) 重要な繰延資産の処理方法 

     ―――――

　
　
  　　　 ――――

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

         ―――――

        
　
   開業費

     支払時に全額費用として処理し

ております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

  株式交付費 

     支払時に全額費用として処理し

ております。

   開業費

     　　　  同　左

 (4）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は、過去の貸倒実績率を基に算

定した予想損失率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。

(4）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

同　左

(4）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

 同　左

 (5）重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(5）重要なリース取引の処理方法

同　左

(5）重要なリース取引の処理方法

 同　左

 (6）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理を採用

しております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同　左

(6）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

 同　左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ取

引

ヘッジ対象　借入金の利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同　左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

 同　左

 ③ヘッジ方針

将来の金利変動によるリスク

回避を目的として利用してお

り、リスクヘッジ目的以外の

取引は行わない方針でありま

す。

③ヘッジ方針

同　左

③ヘッジ方針

 同　左

 ④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引について

は、特例処理によっているた

め有効性の評価を省略してお

ります。

④ヘッジ有効性評価の方法

同　左

④ヘッジ有効性評価の方法

 同　左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

 (7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

同　左

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

 同　左

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

同　左  同　左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号　平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号　平成17年12月９日）を適用してお

ります。

　従来の資本の部に相当する金額は931,100千

円であります。

　なお、中間連結財務諸表規則の改正により、

当中間連結会計期間における中間連結貸借対

照表の純資産の部については、改正後の中間

連結財務諸表規則により作成しております。

 　　　　　　　　――――――

  

  

 　　　　　　　――――――

  

   

　　　　　　 ――――――

　

(固定資産の減価償却方法の変更）

  平成19年度の法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律　平成19年３月30日　

法律第６号）及び（法人税法施行令の一部を

改正する政令　平成19年３月30日　政令第83

号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得し

たものについては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。

   なお、当中間連結会計期間における損益に与

える影響は、従来と同一の方法を採用した場合

に比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整前

中間純利益が、それぞれ4,141千円減少してお

ります。

 （固定資産の減価償却方法の変更）

   平成19年度の法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律　平成19年３月30日　

法律第６号）及び（法人税法施行令の一部を

改正する政令　平成19年３月30日　政令第83

号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得し

たものについては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。

   なお、当連結会計期間における損益に与える

影響は、従来と同一の方法を採用した場合に比

べ、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益が、それぞれ8,399千円減少しておりま

す。

表示方法の変更

前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表）

 　　　　　　　　　　　―――――― 1.前中間連結会計期間において区分掲記しておりました「前渡金」は

総資産の100分５以下となったため、流動資産の「その他」に含めて表

示しております。

  なお、当中間連結会計期間における「前渡金」の金額は9,817千円で

あります。

2.前中間連結会計期間において流動資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「短期貸付金」は、総資産の100分の５を超えたため、当

中間連結会計期間より区分掲記しております。

  なお、前中間連結会計期間における「短期貸付金」の金額は41,500

千円であります。

3.前中間連結会計期間において、固定資産の「投資その他の資産」に

含めて表示しておりました「投資有価証券」は総資産の100分の５を

超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記しております。

  なお、前中間連結会計期間における「投資有価証券」の金額は

11,112千円であります。

（連結損益計算書） （連結損益計算書）

　前中間連結会計期間において営業外費用で表示しておりました「新

株発行費」は、当中間連結会計期間から「繰延資産の会計処理に関す

る当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年８月11日　実務対

応報告第19号）により「株式交付費」として表示しております。

　　　　　　　　　　　　　――――――
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追加情報

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

 　　　　　──────  （固定資産の減価償却方法の変更）

  平成19年度の法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に含めて計上して

おります。

 　なお、この変更に伴う損益への影響は軽微で

あります。

 　　　　　──────

注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間連結会計期間末
（平成20年２月29日）

前連結会計年度末
（平成19年８月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

34,713千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

      49,493千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

      71,777千円

※２　投資その他の資産に係る貸倒引当金

 205千円

※２　投資その他の資産に係る貸倒引当金

    205千円

※２　投資その他の資産に係る貸倒引当金

   205千円

※３　担保提供資産

宅地建物取引業法に伴う供託

※３　担保提供資産

宅地建物取引業法に伴う供託

※３　担保提供資産

宅地建物取引業法に伴う供託

投資有価証券   9,999千円 有価証券        9,999千円 有価証券      9,999千円

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

役員報酬 43,757千円

給料手当 44,464

広告宣伝費 30,074

業務委託料 35,719

貸倒引当金繰入額 1,312

役員報酬       49,933千円

給料手当 54,601

広告宣伝費 63,585

業務委託料 52,134

貸倒引当金繰入額 5,044

役員報酬     95,677千円

給料手当 91,445

業務委託料 90,059

広告宣伝費 80,533

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。

建物 29千円

※２　　　　　――――――

　 　

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。

建物    770千円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（株）

当中間連結会計期
間増加株式数

（株）

当中間連結会計期
間減少株式数

（株）

当中間連結会計期
間末株式数

（株）

発行済株式     

普通株式 25,500 3,330 － 28,830

合計 25,500 3,330 － 28,830

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

（注）普通株式の発行済株式数の増加

平成18年９月14日付公募増資により発行した株式数　　　　3,330株

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結
会計期間末
残高
（千円）

前連結会計
年度末

当中間連結
会計期間増
加

当中間連結
会計期間減
少

当中間連結
会計期間末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の第１回新株予約権
普通株式 ― ― ― ― ―

ストック・オプションとして

の第２回新株予約権
普通株式

―

 

―

 

―

 

―

 

―

 

合計 － ― ― ― ― ―

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（株）

当中間連結会計期
間増加株式数

（株）

当中間連結会計期
間減少株式数

（株）

当中間連結会計期
間末株式数

（株）

発行済株式     

普通株式 28,890 ― ― 28,890

合計 28,890 ― ― 28,890

自己株式     

普通株式 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
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前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 25,500 3,390 ― 28,890

合計 25,500 3,390 ― 28,890

自己株式     

普通株式 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―

 　　（注）普通株式の発行済株式数の増加

　　　　　 平成18年９月14日付公募増資により発行した株式数　　　　　　　　　　3,330株

           平成19年８月31日付新株予約権の行使により発行した株式数　　　　　　 　60株

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

      該当事項はありません。

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成19年2月28日現在） （平成20年2月29日現在） （平成19年８月31日現在）

現金及び預金勘定 547,505千円

現金及び現金同等物 547,505千円

現金及び預金勘定      580,388千円

現金及び現金同等物      580,388千円

現金及び預金勘定 　   680,483千円

現金及び現金同等物 　   680,483千円

（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引は一契約当たりの金額がすべて300万円以

下であるため、中間連結財務諸表規則第15条

及び財務諸表等規則第８条の６第６項並びに

同ガイドラインの規定に従い、記載を省略し

ております。

同　左  リース物件の所有者が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引は一契約当たりの金額がすべて300万

円以下であるため、連結財務諸表規則第15

条の３及び財務諸表等規則第８条の６第６

項並びに同ガイドラインの規定に従い、記

載を省略しております。
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成19年２月28日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　
中間連結貸借対照表計
上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）国債・地方債等 9,999 9,960 △38

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

合計 9,999 9,960 △38

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 中間連結貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 1,113

当中間連結会計期間末（平成20年２月29日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　
中間連結貸借対照表計
上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）国債・地方債等 9,999 9,999 △0

(2）社債 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

合計 9,999 9,999 △0

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 中間連結貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 101,113

前連結会計年度（平成19年８月31日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）国債・地方債等 9,999 9,981 △18

(2）社債 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

合計 9,999 9,981 △18

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 1,113

（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

当社の利用しているデリバティブ取引はすべてヘッジ目的であり、ヘッジ会計を適用しておりますので、記載を
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省略しております。

当中間連結会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

当社の利用しているデリバティブ取引はすべてヘッジ目的であり、ヘッジ会計を適用しておりますので、記載を

省略しております。

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

当社の利用しているデリバティブ取引はすべてヘッジ目的であり、ヘッジ会計を適用しておりますので、記載を

省略しております。
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（ストック・オプション等関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間中に付与しておりませんので、該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

当中間連結会計期間中に付与しておりませんので、該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

ストック・オプションの内容

　
平成16年

 ストック・オプション

平成18年 

 ストック・オプション(1)

平成18年 

 ストック・オプション(2)

 付与対象者の区分及び数

     当社取締役　　２名

 　　当社監査役　　１名

 　　当社従業員　　12名

 　　当社顧問　　　１名

　　当社従業員　　７名 

 　　社外協力者　　１名

　

　

　　当社従業員　　２名 

　

　

　

 ストック・オプション数

　(注) １
　普通株式　　 1,000株 　普通株式　　　 210株 　普通株式　　　　20株 

 付与日  平成16年８月４日  平成18年３月１日  平成18年４月24日

 権利確定条件

  権利確定条件は付されて

おりません。

   (注) ２

  権利確定条件は付されて

おりません。

   (注) ３

  権利確定条件は付されて

おりません。

 　(注) ３

 対象勤務期間
  対象勤務期間の定めはあ

りません。

  対象勤務期間の定めはあ

りません。

  対象勤務期間の定めはあ

りません。

 権利行使期間
  平成17年12月１日から

平成25年10月31日まで

  平成19年10月１日から

平成27年７月31日まで

  平成19年10月１日から

平成27年７月31日まで

 権利行使価格　　　　　（円） 12,000 80,000 80,000

 付与日における公正な評価単価

                       （円） ― ― ―

　
平成18年

 ストック・オプション(3)

 付与対象者の区分及び数 　　当社従業員　　１名

 ストック・オプション数   普通株式　　　  10株

 付与日  平成18年５月12日

 権利確定条件

  権利確定条件は付されて

おりません。

 　(注) ３

 対象勤務期間
  対象勤務期間の定めはあ

りません。

 権利行使期間　　　　　
  平成19年10月１日から 　

平成27年７月31日まで

 権利行使価格       　 （円） 80,000

 付与日における公正な評価単価

 　　　　　　　　　　　（円） ―

 （注）１　株式数に換算して記載しております。

　　　　　 なお、平成18年６月28日付をもって１株を10株に株式分割しておりますので、株式分割後の株数を記載しております。

       ２　権利行使の条件は、以下のとおりであります。

　　　　　 ①権利行使時に、当社または当社子会社の取締役、監査役、従業員、顧問の地位にあることを要する。

　　　　　 ②その他の新株予約権の行使条件は、付与者と締結される新株予約権割当契約によるものとする。

 　　　３　権利行使の条件は、以下のとおりであります。

           ①権利行使時に、当社または当社子会社の取締役、監査役、従業員、社外協力者の地位にあることを要する。

           ②その他の新株予約権の行使条件は、付与者と締結される新株予約権割当契約によるものとする。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

　　　　　全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占めるコンテンツ事業の割合がいずれも90％を超えているため、

記載を省略しております。

当中間連結会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

 
コンテンツ事業
（千円）

美容関連事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売

上高
637,877 87,488 6,640 732,007 ― 732,007

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
4,373 17 18 4,408 △4,408 ―

計 642,250 87,506 6,658 736,415 △4,408 732,007

営業費用 428,250 89,219 27,287 544,756 150,124 694,880

営業利益（又は営業損

失） 
214,000 △1,712 △20,628 191,659 △154,532 37,126

　（注）１．事業区分の方法

 　　　　　 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各区分に属する主要な事業内容

事業区分 主要な事業内容

 コンテンツ事業  携帯電話・パソコン向けコンテンツの制作・配信、テレビ番組のプランニング

 美容関連事業  化粧品販売及びサロン運営

 その他の事業  風水グッズ等の販売、携帯電話機の販売及び周辺機器の販売

 　　　 ３. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、154,138千円であり、その主なものは、当

社の管理部門に係る費用であります。

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

 
コンテンツ事業
（千円）

美容関連事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売

上高
1,233,764 93,981 21,315 1,349,062 ― 1,349,062

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,008 ― ― 5,008 △5,008 ―

計 1,238,772 93,981 21,315 1,354,070 △5,008 1,349,062

営業費用 711,900 143,216 55,498 910,615 260,045 1,170,660

営業利益（又は営業損

失） 
526,872 △49,235 △34,182 443,455 △265,053 178,401

　（注）１．事業区分の方法

 　　　　　 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各区分に属する主要な事業内容

事業区分 主要な事業内容

 コンテンツ事業  携帯電話・パソコン向けコンテンツの制作・配信、テレビ番組のプランニング

 美容関連事業  化粧品販売及びサロン運営

 その他の事業  風水グッズ等の販売及び不動産仲介

 　　　 ３. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、265,053千円であり、その主なものは、当

社の管理部門に係る費用であります。
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【所在地別セグメント情報】

　　　　　前中間連結会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

　　　　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　　　　　当中間連結会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

　　　　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　　　　　前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　　　　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前中間連結会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

　　　　　海外売上高がないため、該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

　　　　　海外売上高がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　　　　　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１株当たり純資産額 32,296円23銭

１株当たり中間純利

益金額
1,519円25銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額

1,470円89銭

　当社は、平成18年６月28日付をもって

平成18年６月27日の最終の株主名簿に

記載された株主の所有株式数を１株に

つき10株の割合をもって分割いたしま

した。

　当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前中間連結会計期間に

おける１株当たりの情報は、以下のと

おりであります。

前中間連結会計期間

１株当たり純資産額

30,291円95銭

１株当たり中間純利益金額

5,251円51銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、新株引受権及

び新株予約権の残高はありますが、当

社株式は非上場・非登録であり、期中

平均株価が把握できないため記載して

おりません。

１株当たり純資産額  34,531円13銭

１株当たり中間純利

益金額
   2,611円72銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額

   2,585円49銭

１株当たり純資産額 31,919円42銭

１株当たり当期純利

益金額
   1,176円11銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

1,142円08銭

 （注）　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前連結会計年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

中間（当期）純利益

（千円）
43,436 75,452 33,768

普通株主に帰属しない金額

（千円）
－ － －

普通株式に係る中間（当期）純

利益（千円）
43,436 75,452 33,768

期中平均株式数（株） 28,591 28,890 28,712

普通株式増加数（株） 940 293 856

（うち新株予約権） (940) (293) (856)

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

　　　　――――  第２回新株予約権（新

株予約権の目的となる

株式の数　100株）

 　　　　―――― 
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

───────

　

　

（新株予約権の発行）

 （1）平成20年３月28日並びに平成20年４月23

日開催の当社取締役会において、平成19年11月

29日開催の当社第10回定時株主総会にて承認さ

れました当社取締役（社外取締役を除く）に対

するストックオプションとして発行する新株予

約権の発行内容について以下のとおり決議し、

新株予約権を発行しました。

 1.新株予約権の発行日

   平成20年４月23日    

2.新株予約権の発行数

　500個（新株予約権１個につき１株）

3.新株予約権の発行価額  

  無償

4.新株予約権の目的となる株式の種類及び数

  当社普通株式500株   

 5.新株予約権の行使に際しての払込金額

 １株につき26,400円

6.新株予約権の行使により発行する株式の発行

価額の総額

 13,200,000円

7.新株予約権の行使期間    

　 平成22年４月24日から

 　平成24年４月23日まで

 8.新株予約権の行使により新株を発行する場合

の発行価額のうち資本に組入れる額

 　6,600,000円（１株につき13,200円）

 9.新株予約権の割当対象者数

 　当社取締役　　　　　３名

　

 （2）平成20年３月28日開催の当社取締役会に

おいて、会社法第236条、第238条、第239条の規定

並びに平成19年11月29日開催の当社第10回定時

株主総会決議に基づき当社の従業員及び顧問並

びに連結子会社の取締役及び従業員に対して発

行する新株予約権の発行内容について以下のと

おり決議し、新株予約権を発行しました。

 1.新株予約権の発行日

   平成20年３月31日 

 2.新株予約権の発行数

   500個（新株予約権１個につき１株）

 3.新株予約権の発行価額 

 　無償

（新株予約権の決議）

（1）当社は、平成19年11月29日開催の定時株主

総会において、年額25百万円の範囲で、当社取締

役（社外取締役を除く）に対し、非金銭報酬と

して、ストックオプションとしての新株予約権

を発行することを決議しております。　　　　　　　

 １.取締役に対し新株予約権を発行する理由

    当社の取締役に業績向上や企業価値の増大、

株主重視の経営意識を高めるためのインセン

ティブを与えることを目的とし、職務執行の対

価として、ストックオプションとして新株予約

権を発行するものであります。

 ２.新株予約権の内容

 　 ①新株予約権の目的となる株式の種類及び数

 　　 普通株式500株を各事業年度に係る定時株主

総会の日から１年以内の日に発行する新株

予約権を行使することにより交付を受ける

ことができる株式数の上限とする。

 　　 なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場

合、次の算式により目的となる株式の数を調

整するものとする。ただし、かかる調整は、新

株予約権のうち、当該時点で行使されていな

い新株予約権の目的となる株式について行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数につ

いては、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 　　 また、上記のほか、割当日後、株式数の調整を

必要とするやむを得ない事由が生じたとき

は、合理的な範囲で当社は必要と認める株式

数の調整を行う。

 　 ②新株予約権の数

 　　 500個を各事業年度に係る定時株主総会の日

から１年以内の日に発行する新株予約権の

上限とする。なお、新株予約権１個当たりの

目的となる株式数（以下「付与株式数」と

いう。）は１株とする。（ただし①に定める

株式の数の調整を行った場合は、付与株式数

についても同様の調整を行う。）

 　 ③新株予約権と引換えに払込む金額

 　　 新株予約権と引換えに金銭の払込みを要し

ないものとする。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

  4.新株予約権の目的となる株式の種類及び数

   当社普通株式500株 

 5.新株予約権の行使に際しての払込金額 

  １株につき27,437円 

 6.新株予約権の行使により発行する株式の発行

価額の総額

   13,718,500円 

 7.新株予約権の行使期間

   平成22年４月１日から 

   平成27年３月31日まで 

 8.新株予約権の行使により新株を発行する場合

の発行価額のうち資本に組入れる額

   6,859,500円（１株につき13,719円） 

 9.新株予約権の割当対象者数

   当社従業員        　22名 

   当社顧問　　        １名 

   連結子会社の取締役　１名

　

 （第三者割当増資の決議）

  平成20年５月２日開催の当社取締役会におい

て、第三者割当増資の募集について決議いたし

ました。

 1.第三者割当増資の募集の目的

今後の成長戦略の中で、新規事業の展開、新し

いサイトの構築、新規コンテンツの開発等を進

めていくなかで、幅広いネットワークと事業経

験をもつ会社との関係をより緊密なものにす

るために第三者割当増資を行う。

 2.割当先

   株式会社アセッツコンシェルジュ 

   有限会社レッド・カーペット

 3.発行新株式数

   株式会社アセッツコンシェルジュ　1,000株

   有限会社レッド・カーペット　    1,000株

 4.発行する株式の種類

   当社普通株式

 5.発行価額

   １株につき25,784円

 6.発行価額の総額

   51,568,000円

 7.発行価額のうち資本に組入れる額

   25,784,000円（１株につき12,892円）

 8.申込期間

   平成20年６月２日から

   平成20年６月３日まで

 9.払込期日

   平成20年６月３日

10.新株券交付日

   平成20年６月４日

11.資金使途

   ①当社グループの携帯電話販社の出店資金

   ②新しいサイト、コンテンツ開発に関わる開発

資金

　

　

 　 ④各新株予約権の行使に際して出資される財

産の価額

 　　 新株予約権の行使に際して出資される財産

の価額は、新株予約権の行使により交付を受

けることができる株式１株当たりの払込金

額（以下「行使価額」という。）に当該新株

予約権に係る付与株式数を乗じた金額とす

る。

 　　 行使価額は、新株予約権を割当てる日（以下

「割当日」という。）の属する月の前月の各

日（取引が成立しない日を除く。）の東京証

券取引所における当社普通株式の普通取引

の終値（以下「終値」という。）の平均値に

1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切

り上げる。ただし、その金額が割当日の終値

（当日に終値がない場合は、それに先立つ直

近日の終値。）を下回る場合は、割当日の終

値とする。

 　 　なお、割当日後、当社が当社普通株式につき

株式分割又は株式併合を行う場合には、次の

算式により行使価額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

　　　また、割当日後、当社が当社普通株式につき、

時価を下回る価額で新株を発行又は自己株

式の処分を行う場合（新株予約権の行使に

より新株式を発行する場合を除く。）は、次

の算式により行使価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　

既発行株式数 ＋

新規発行株式数

 ×

１株当り払込金額

調整後

行　使

価　額

＝

調整前

行　使

価　額

×
１株当り時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　    上記のほか、割当日後に、当社が他社と合併

する場合、会社分割を行う場合、資本減少を

行う場合、その他これらの場合に準じ、行使

価額を調整するものとする場合には、取締役

会の決議により合理的な範囲で行使価額を

調整するものとする。

    ⑤新株予約権を行使することができる期間

 　   新株予約権の割当日から２年経過した日の

翌日から２年以内

 　 ⑥譲渡による新株予約権の取得の制限

 　　 譲渡による新株予約権の取得については、取

締役会の承認を要するものとする。

 　 ⑦新株予約権の公正価額

 　　 新株予約権の公正価額は、割当日における当

社株価及び行使価額等の諸条件をもとにブ

ラック・ショールズ・モデルを用いて算定

する。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

   　 ⑧新株予約権の行使により株式を発行する場

合における増加する資本金及び資本準備

金に関する事項

 　　 ⅰ新株予約権の行使により株式を発行する

場合において増加する資本金の額は、会社計

算規則第40条第１項に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算

の結果１円未満の端数が生じたときは、その

端数を切り上げる。

 　　 ⅱ新株予約権の行使により株式を発行する

場合において増加する資本準備金の額は、前

記ⅰの資本金等増加限度額から前記ⅰに定

める増加する資本金の額を減じた額とする。

 　 ⑨新株予約権に関するその他の内容について

は、別途開催される取締役会の決議におい

て定める。

　

（2）当社は、平成19年11月29日開催の定時株主

総会において、会社法第236条、第238条及び第

239条の規定に基づき、当社の従業員及び顧問並

びに連結子会社の取締役及び従業員に対してス

トックオプションとして新株予約権を発行する

こと及び募集事項の決定を当社取締役に委任す

ることを決議しております。

 １.特に有利な条件をもって新株予約権を引き

受ける者の募集をすることを必要とする理

由

 　 当社の従業員及び顧問並びに連結子会社の取

締役及び従業員に対し、当社グループの業績向

上や企業価値の増大、株主重視の経営意識を高

めるためのインセンティブを与えることを目

的とするものであります。

 ２.本総会の決定に基づいて募集事項の決定を

することができる新株予約権の内容

 　 ①新株予約権の目的となる株式の種類及び数

 　　 普通株式500株を上限とする。

　なお、当社が株式分割又は株式併合を行う

場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとする。ただし、かかる調整は、

新株予約権のうち、当該時点で権利行使され

ていない新株予約権の目的となる株式につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端

数については、これを切り捨てるものとす

る。
 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、上記のほか、割当日後、株式数の調整

を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、合理的な範囲で当社は必要と認める株

式数の調整を行う。

    ②新株予約権の数

　500個を上限とする。なお、新株予約権１個

当たりの目的となる株式数（以下「付与株

式数」という。）は１株とする。（ただし①

に定める株式の数の調整を行った場合は、付

与株式数についても同様の調整を行う。）

 　 ③新株予約権と引換えに払込む金額

　新株予約権と引換えに金銭の払込みを要し

ないものとする。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

   　 ④各新株予約権の行使に際して出資される財

産の価額

　新株予約権の行使に際して出資される財産

の価額は、新株予約権の行使により交付を受

けることができる株式１株当たりの払込金

額（以下「行使価額」という。）に当該新株

予約権に係る付与株式数を乗じた金額とす

る。

　行使価額は、新株予約権を割当てる日（以

下「割当日」という。）の属する月の前月の

各日（取引が成立しない日を除く。）の東京

証券取引所における当社普通株式の普通取

引の終値（以下「終値」という。）の平均値

に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は

切り上げる。ただし、その金額が割当日の終

値（当日に終値がない場合は、それに先立つ

直近日の終値。）を下回る場合は、割当日の

終値とする。

　なお、割当日後、当社が当社普通株式につき

株式分割又は株式併合を行う場合には、次の

算式により行使価額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

　また、割当日後、当社が当社普通株式につ

き、時価を下回る価額で新株を発行又は自己

株式の処分を行う場合（新株予約権の行使

により新株式を発行する場合を除く。）は、

次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　

既発行株式数 ＋

新規発行株式数

 ×

１株当り払込金額

調整後

行　使

価　額

＝

調整前

行　使

価　額

×
１株当り時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　上記のほか、割当日後に、当社が他社と合併

する場合、会社分割を行う場合、資本減少を

行う場合、その他これらの場合に準じ、行使

価額を調整するものとする場合には、取締役

会の決議により合理的な範囲で行使価額を

調整するものとする。

 　 ⑤新株予約権を行使することができる期間

平成22年４月１日から平成27年３月31日

まで

 　 ⑥譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、

取締役会の承認を要するものとする。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

   　 ⑦新株予約権の行使により株式を発行する場

合における増加する資本金及び資本準備

金に関する事項

　ⅰ新株予約権の行使により株式を発行する

場合において増加する資本金の額は、会社計

算規則第40条第１項に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算

の結果１円未満の端数が生じたときは、その

端数を切り上げる。

　ⅱ新株予約権の行使により株式を発行する

場合において増加する資本準備金の額は、前

記ⅰの資本金等増加限度額から前記ⅰに定

める増加する資本金の額を減じた額とする。

 　 ⑧新株予約権に関するその他の内容について

は、別途開催される取締役会の決議において

定める。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

　 　
前中間会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間会計期間末
（平成20年２月29日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金 　 510,221   470,436   610,598   

２．売掛金 　 219,928   227,582   250,191   

３. 有価証券 ※3 －   9,999   9,999   

４．たな卸資産 　 8,154   28,458   16,131   

５. 販売用不動産 　 －   72,164   72,599   

６. 短期貸付金 　 －   110,000   －   

７. 関係会社短期貸付金 　 －   200,000   280,000   

８．その他   64,210   22,924   30,072   

９. 貸倒引当金 　 △784   △1,183   △1,166   

流動資産合計 　  801,730 73.1  1,140,383 78.4  1,268,427 81.1

Ⅱ　固定資産 　          

１．有形固定資産 ※1 28,606   38,077   25,951   

２．無形固定資産 　 34,964   23,966   31,304   

３．投資その他の資産 　          

 (1)関係会社株式 　 175,000   90,000   180,000   

（2)投資有価証券 　 －   101,113   1,113   

 (3)その他 ※2,3 57,102   61,240   57,782   

　　投資その他の資産合計 　 232,102   252,353   238,895   

固定資産合計 　  295,673 26.9  314,397 21.6  296,151 18.9

資産合計 　  1,097,404 100.0  1,454,781 100.0  1,564,578 100.0
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前中間会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間会計期間末
（平成20年２月29日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１．買掛金 　 35,703   34,332   39,539   

２．一年以内返済予定の
長期借入金

　 26,040   148,240   156,640   

３．未払費用 　 41,658   53,207   49,573   

４．未払法人税等 　 36,100   12,519   49,499   

５．その他 　 11,413   30,610   33,781   

流動負債合計 　  150,915 13.7  278,909 19.2  329,034 21.0

Ⅱ　固定負債 　          

１．長期借入金 　 16,090   166,450   238,670   

固定負債合計 　  16,090 1.5  166,450 11.4  238,670 15.3

負債合計 　  167,005 15.2  445,359 30.6  567,704 36.3

　 　          

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  399,668 36.5  400,028 27.5  400,028 25.6

２．資本剰余金 　          

(1）資本準備金 　 296,665   297,025   297,025   

資本剰余金合計 　  296,665 27.0  297,025 20.4  297,025 19.0

３．利益剰余金 　          

(1）その他利益剰余金 　          

繰越利益剰余金 　 234,065   312,368   299,820   

利益剰余金合計 　  234,065 21.3  312,368 21.5  299,820 19.1

株主資本合計 　  930,398 84.8  1,009,422 69.4  996,874 63.7

純資産合計 　  930,398 84.8  1,009,422 69.4  996,874 63.7

負債純資産合計 　  1,097,404 100.0  1,454,781 100.0  1,564,578 100.0
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②【中間損益計算書】

　 　
前中間会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  568,999 100.0  593,941 100.0  1,196,130 100.0

Ⅱ　売上原価 　  235,495 41.4  263,587 44.4  501,100 41.9

売上総利益 　  333,504 58.6  330,354 55.6  695,029 58.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　  236,793 41.6  276,517 46.5  478,822 40.0

営業利益 　  96,710 17.0  53,837 9.1  216,206 18.1

Ⅳ　営業外収益  ※1  636 0.1  11,144 1.9  7,388 0.6

Ⅴ　営業外費用 ※2  21,192 3.7  7,351 1.3  26,069 2.2

経常利益 　  76,153 13.4  57,630 9.7  197,525 16.5

Ⅵ　特別損失 　          

１．固定資産除却損 ※3 29   －   770   

２. 関係会社株式売却損 　 － 29 0.0 33,496 33,496 5.6 － 770 0.1

税引前中間（当期）
純利益

　  76,124 13.4  24,134 4.1  196,755 16.4

法人税、住民税及び
事業税

　 34,112   10,698   91,524   

法人税等調整額 　 531 34,643 6.1 887 11,586 2.0 △2,005 89,519 7.4

中間（当期）純利益 　  41,480 7.3  12,547 2.1  107,236 9.0
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

　

株主資本

 純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益

剰余金 利益剰余金
合計繰越利益

剰余金

平成18年８月31日　残高
（千円）

191,750 88,750 88,750 192,584 192,584 473,084 473,084

中間会計期間中の変動額        

新株の発行 207,918 207,915 207,915   415,833 415,833

中間純利益    41,480 41,480 41,480 41,480

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

207,918 207,915 207,915 41,480 41,480 457,314 457,314

平成19年２月28日　残高
（千円）

399,668 296,665 296,665 234,065 234,065 930,398 930,398

当中間会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

　

株主資本

 純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益

剰余金 利益剰余金
合計繰越利益

剰余金

平成19年８月31日　残高
（千円）

400,028 297,025 297,025 299,820 299,820 996,874 996,874

中間会計期間中の変動額        

中間純利益    12,547 12,547 12,547 12,547

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

― ― ― 12,547 12,547 12,547 12,547

平成20年２月29日　残高
（千円）

400,028 297,025 297,025 312,368 312,368 1,009,422 1,009,422

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　

株主資本

 純資産合計
資本金

資本剰余金  利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益

剰余金 利益剰余金
合計繰越利益

剰余金

平成18年８月31日　残高
（千円）

191,750 88,750 88,750 192,584 192,584 473,084 473,084

事業年度中の変動額        

新株の発行 208,278 208,275 208,275   416,553 416,553

当期純利益    107,236 107,236 107,236 107,236

事業年度中の変動額合計
（千円）

208,278 208,275 208,275 107,236 107,236 523,789 523,789

平成19年８月31日　残高
（千円）

400,028 297,025 297,025 299,820 299,820 996,874 996,874
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

子会社株式

移動平均法による原価

法

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価

法

(1）有価証券

満期保有目的の債券

同　左

子会社株式

             同  左　 　 

 

その他有価証券

時価のないもの

同　左 

(1）有価証券

満期保有目的の債券

同　左

子会社株式

同  左 

 

その他有価証券

時価のないもの

同　左

　 (2）たな卸資産

商品

 総平均法による原価法

仕掛品

個別法による原価法

貯蔵品

総平均法による原価法

  　　 販売用不動産

　　　　　――――

(2）たな卸資産

商品

 　　同　左

仕掛品

同　左

貯蔵品

同　左

  　　 販売用不動産

 　　　　個別法による原価法

 　　　なお、販売用不動産のうち、賃貸

中の物件については、定額法

により減価償却を行ってお

ります。

(2）たな卸資産

　　　 商品

 　　　　　　同　左

仕掛品

同　左

貯蔵品

同　左

　　　 販売用不動産

 　　　　　　同　左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法

なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法等に規定す

る方法と同一の基準によって

おります。

(1）有形固定資産

同　左

(1) 有形固定資産 

同　左

　 (2）無形固定資産

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（２～５年）に基づく定

額法によっております。

(2）無形固定資産

　　　  同　左

(2) 無形固定資産

同　左

３. 繰延資産の処理方法            ――――

　

           ――――

　

株式交付費

   支出時に全額費用として処理して

おります。

４．引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は、過去の貸倒実績率を基に算

定した予想損失率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。

貸倒引当金

同　左

貸倒引当金

同　左

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

同　左 同　左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理を採用

しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同　左 

(1）ヘッジ会計の方法

同　左

　 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ取

引

ヘッジ対象　借入金の利息

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同　左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同　左

　 (3）ヘッジ方針

将来の金利変動によるリスク

回避を目的として利用してお

り、リスクヘッジ目的以外の

取引は行わない方針でありま

す。

(3）ヘッジ方針

同　左

(3）ヘッジ方針

同　左

　 (4）ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引について

は、特例処理によっているた

め有効性の評価を省略してお

ります。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同　左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同　左

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の処理について

消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。

消費税等の処理について

同　左

消費税等の処理について

同　左
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

従来の資本の部に相当する金額は930,398千円

であります。

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中

間会計期間における中間貸借対照表の純資産

の部については、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

 　　　　　　─────── 

 

 　

　　　　　　　─────── 

 　

 　

 ───────  (固定資産の減価償却方法の変更）

 　平成19年度の法人税法の改正（（所得税法等

の一部を改正する法律　平成19年３月30日　法

律第６号）及び（法人税法施行令の一部を改

正する政令　平成19年３月30日　政令第83

号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得し

たものについては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。

   なお、当中間会計期間における損益に与える

影響は、従来と同一の方法を採用した場合に比

べ、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益

が、それぞれ723千円減少しております。

(固定資産の減価償却方法の変更）

  平成19年度の法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律　平成19年３月30日　

法律第６号）及び（法人税法施行令の一部を

改正する政令　平成19年３月30日　政令第83

号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得し

たものについては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。

   なお、これに伴う損益への影響は軽微であり

ます。

表示方法の変更

前中間会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間

（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

（貸借対照表） （貸借対照表）

  前中間会計期間まで固定資産の「投資その他の資産」に含めて表

示しておりました「関係会社株式」は、資産の総額の100分の５を超

えたため、当中間会計期間より区分掲記しております。

　なお、前中間会計期間における「関係会社株式」の金額は、10,000千

円であります。

1.前中間会計期間まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

した「短期貸付金」は、資産の総額の100分の５を超えたため、当中間

会計期間より区分掲記しております。

　なお、前中間会計期間における「短期貸付金」の金額は41,500千円で

あります。

2.前中間会計期間まで投資その他の資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「投資有価証券」は、資産の総額の100分の５を超えたた

め、当中間会計期間より区分掲記しております。

　なお、前中間会計期間における「投資有価証券」の金額は11,112千円

であります。

 （損益計算書） （損益計算書） 

 　前中間会計期間において営業外費用で表示しておりました「新株発

行費」は、当中間会計期間から「繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年８月11日　実務対応報告第

19号）により「株式交付費」として表示しております。 

　

 　　　　　　　　　　　　――――――
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追加情報

前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

         ──────  （固定資産の減価償却方法の変更）

  平成19年度の法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上しておりま

す。

   なお、この変更に伴う損益への影響は軽微で

あります。

           ──────

注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間会計期間末
（平成20年２月29日）

前事業年度末
（平成19年８月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

34,713千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

     49,261千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

      41,375千円

※２　投資その他の資産に係る貸倒引当金

205千円

※２　投資その他の資産に係る貸倒引当金

   205千円

※２　投資その他の資産に係る貸倒引当金

   205千円

※３　担保提供資産

　　　　宅地建物取引業法に伴う供託

投資有価証券　　　　  9,999千円

※３　担保提供資産

　　　　宅地建物取引業法に伴う供託

有価証券　　　　　　  9,999千円

※３　担保提供資産

　　　　宅地建物取引業法に伴う供託

          有価証券　　　　　　  9,999千円

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

※１　　　　　　―――――― ※１　営業外収益のうちの主要なもの ※１　営業外収益のうちの主要なもの

　         受取利息　　　　　　   4,873千円

　　　　 受取賃貸料             4,246千円

 　　　  業務受託料　　　　　   1,800千円

 　　　 受取利息　　　　　　　 3,925千円

 　　　  受取賃貸料             3,319千円

※２　営業外費用のうちの主要なもの ※２　営業外費用のうちの主要なもの ※２　営業外費用のうちの主要なもの

支払利息　　　　　 　 　  49千円

株式上場関連費用　  　17,020千円

　　　　株式交付費　　　　 　  3,418千円

支払利息　　　　　　 　5,416千円

不動産賃貸費用 　      1,934千円

支払利息　　　　　 　  4,463千円

株式上場関連費用      17,020千円

 　　　　株式交付費　           3,418千円

 ※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物  29千円

※３　　　　　――――――

　   

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであ

ります。

建物 770千円

４　減価償却実施額 

         有形固定資産　　　　   6,702千円

         無形固定資産           7,513千円

４　減価償却実施額 

         有形固定資産　　　　   7,886千円

         無形固定資産           9,356千円

４　減価償却実施額 

 　　　　有形固定資産　　　    14,678千円

　　　　 無形固定資産　　　 　 16,879千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 　　　　 該当事項はありません。

（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有者が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引は一契約当たりの金額がすべて300万円以

下であるため、中間財務諸表等規則第５条の

３及び財務諸表等規則第８条の６第６項並び

に同ガイドラインの規定に従い、記載を省略

しております。

同　左   リース物件の所有者が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引は一契約当たりの金額がすべて300万円以

下であるため、財務諸表等規則第８条の６第

６項及び同ガイドラインの規定に従い、記載

を省略しております。

（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成19年２月28日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当中間会計期間末（平成20年２月29日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

前事業年度末（平成19年８月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１株当たり純資産額 32,271円90銭

１株当たり中間純利

益金額
1,450円83銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額

1,404円64銭

　当社は、平成18年６月28日付をもって

平成18年６月27日の最終の株主名簿に

記載された株主の所有株式数を、１株

につき10株の割合をもって分割いたし

ました。

　当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前中間会計期間におけ

る１株当たり情報は、以下のとおりで

あります。 

前中間会計期間

１株当たり純資産額

30,634円23銭

１株当たり中間純利益金額

5,569円59銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、新株引受権及

び新株予約権の残高はありますが、当

社株式は非上場・非登録であり、期中

平均株価が把握できないため記載して

おりません。

１株当たり純資産額   34,940円20銭

１株当たり中間純利

益金額
     434円33銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額

     429円97銭

１株当たり純資産額   34,505円87銭

１株当たり当期純利

益金額
   3,734円89銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

3,626円82銭

 （注）　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

　
前中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日)

前事業年度
(自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日)

中間（当期）純利益

（千円）
41,480 12,547 107,236

普通株主に帰属しない金額

（千円）
－ － －

普通株式に係る中間（当期）純

利益（千円）
41,480 12,547 107,236

期中平均株式数（株） 28,591 28,890 28,712

普通株式増加数（株） 940 293 856

（うち新株予約権） (940) (293) (856)

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

 ──────

　

　

 第２回新株予約権（新株

予約権の目的となる株式

の数　100株）

     ──────
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

───────

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

（新株予約権の発行）

 （1）平成20年３月28日並びに平成20年４月23日

開催の当社取締役会において、平成19年11月29日

開催の当社第10回定時株主総会にて承認されまし

た当社取締役（社外取締役を除く）に対するス

トックオプションとして発行する新株予約権の発

行内容について以下のとおり決議し、新株予約権

を発行しました。

 1.新株予約権の発行日

   平成20年４月23日    

2.新株予約権の発行数

　500個（新株予約権１個につき１株）

3.新株予約権の発行価額  

  無償

4.新株予約権の目的となる株式の種類及び数

  当社普通株式500株   

 5.新株予約権の行使に際しての払込金額

 １株につき26,400円

6.新株予約権の行使により発行する株式の発行価

額の総額

 13,200,000円

7.新株予約権の行使期間    

　 平成22年４月24日から

 　平成24年４月23日まで

 8.新株予約権の行使により新株を発行する場合の

発行価額のうち資本に組入れる額

 　6,600,000円（１株につき13,200円）

 9.新株予約権の割当対象者数

 　当社取締役　　　　　３名

　

 （2）平成20年３月28日開催の当社取締役会にお

いて、会社法第236条、第238条、第239条の規定並び

に平成19年11月29日開催の当社第10回定時株主総

会決議に基づき当社の従業員及び顧問並びに連結

子会社の取締役及び従業員に対して発行する新株

予約権の発行内容について以下のとおり決議し、

新株予約権を発行しました。

 1.新株予約権の発行日

   平成20年３月31日 

 2.新株予約権の発行数

   500個（新株予約権１個につき１株）

 3.新株予約権の発行価額  

　 無償

 4.新株予約権の目的となる株式の種類及び数

   当社普通株式500株

（新株予約権の決議）

（1）当社は、平成19年11月29日開催の定時株

主総会において、年額25百万円の範囲で、当社

取締役（社外取締役を除く）に対し、非金銭報

酬として、ストックオプションとしての新株予

約権を発行することを決議しております。　　　　

　　　

 １.取締役に対し新株予約権を発行する理由

    当社の取締役に業績向上や企業価値の増

大、株主重視の経営意識を高めるためのイン

センティブを与えることを目的とし、職務執

行の対価として、ストックオプションとして

新株予約権を発行するものであります。

 ２.新株予約権の内容

 　 ①新株予約権の目的となる株式の種類及び

数

 　　 普通株式500株を各事業年度に係る定時株

主総会の日から１年以内の日に発行する新

株予約権を行使することにより交付を受け

ることができる株式数の上限とする。

 　　 なお、当社が株式分割又は株式併合を行う

場合、次の算式により目的となる株式の数

を調整するものとする。ただし、かかる調整

は、新株予約権のうち、当該時点で行使され

ていない新株予約権の目的となる株式につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の

端数については、これを切り捨てるものと

する。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 　　 また、上記のほか、割当日後、株式数の調整

を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、合理的な範囲で当社は必要と認める

株式数の調整を行う。

 　 ②新株予約権の数

 　　 500個を各事業年度に係る定時株主総会の

日から１年以内の日に発行する新株予約権

の上限とする。なお、新株予約権１個当たり

の目的となる株式数（以下「付与株式数」

という。）は１株とする。（ただし①に定め

る株式の数の調整を行った場合は、付与株

式数についても同様の調整を行う。）

 　 ③新株予約権と引換えに払込む金額

 　　 新株予約権と引換えに金銭の払込みを要し

ないものとする。
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前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

  5.新株予約権の行使に際しての払込金額 

   １株につき27,437円 

 6.新株予約権の行使により発行する株式の発行価

額の総額

   13,718,500円 

 7.新株予約権の行使期間

   平成22年４月１日から 

   平成27年３月31日まで 

 8.新株予約権の行使により新株を発行する場合の

発行価額のうち資本に組入れる額

   6,859,500円（１株につき13,719円） 

 9.新株予約権の割当対象者数

   当社従業員        　22名 

   当社顧問　　        １名 

   連結子会社の取締役　１名

　

 （第三者割当増資の決議）

平成20年５月２日開催の当社取締役会におい

て、第三者割当増資の募集について決議いたしま

した。

 1.第三者割当増資の募集の目的

今後の成長戦略の中で、新規事業の展開、新しい

サイトの構築、新規コンテンツの開発等を進め

ていくなかで、幅広いネットワークと事業経験

をもつ会社との関係をより緊密なものにするた

めに第三者割当増資を行う。

 2.割当先

  株式会社アセッツコンシェルジュ 

 有限会社レッド・カーペット

 3.発行新株式数

 株式会社アセッツコンシェルジュ　1,000株

 有限会社レッド・カーペット　    1,000株

 4.発行する株式の種類

  当社普通株式

 5.発行価額

 １株につき25,784円

 6.発行価額の総額

  51,568,000円

 7.発行価額のうち資本に組入れる額

  25,784,000円（１株につき12,892円）

 8.申込期間

 平成20年６月２日から

 平成20年６月３日まで

 9.払込期日

 平成20年６月３日

10.新株券交付日

平成20年６月４日

11.資金使途

  ①当社グループの携帯電話販社の出店資金

 ②新しいサイト、コンテンツ開発に関わる開発

資金

 　 ④各新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額

 　　 新株予約権の行使に際して出資される財産

の価額は、新株予約権の行使により交付を

受けることができる株式１株当たりの払込

金額（以下「行使価額」という。）に当該

新株予約権に係る付与株式数を乗じた金額

とする。

 　　 行使価額は、新株予約権を割当てる日（以

下「割当日」という。）の属する月の前月

の各日（取引が成立しない日を除く。）の

東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引の終値（以下「終値」という。）の

平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満

の端数は切り上げる。ただし、その金額が割

当日の終値（当日に終値がない場合は、そ

れに先立つ直近日の終値。）を下回る場合

は、割当日の終値とする。

 　 　なお、割当日後、当社が当社普通株式につき

株式分割又は株式併合を行う場合には、次

の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

　　　また、割当日後、当社が当社普通株式につき、

時価を下回る価額で新株を発行又は自己株

式の処分を行う場合（新株予約権の行使に

より新株式を発行する場合を除く。）は、次

の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　

既発行株式数 ＋

新規発行株式数

 ×

１株当り払込金額

調整後

行　使

価　額

＝

調整前

行　使

価　額

×
１株当り時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

    　上記のほか、割当日後に、当社が他社と合

併する場合、会社分割を行う場合、資本減少

を行う場合、その他これらの場合に準じ、行

使価額を調整するものとする場合には、取

締役会の決議により合理的な範囲で行使価

額を調整するものとする。

    ⑤新株予約権を行使することができる期間

 　   新株予約権の割当日から２年経過した日

の翌日から２年以内

 　 ⑥譲渡による新株予約権の取得の制限

 　　 譲渡による新株予約権の取得については、

取締役会の承認を要するものとする。

 　 ⑦新株予約権の公正価額

 　　 新株予約権の公正価額は、割当日における

当社株価及び行使価額等の諸条件をもとに

ブラック・ショールズ・モデルを用いて算

定する。
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前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

   　 ⑧新株予約権の行使により株式を発行する

場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項

 　　 ⅰ新株予約権の行使により株式を発行する

場合において増加する資本金の額は、会社

計算規則第40条第１項に従い算出される資

本金等増加限度額の２分の１の金額とし、

計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げる。

 　　 ⅱ新株予約権の行使により株式を発行する

場合において増加する資本準備金の額は、

前記ⅰの資本金等増加限度額から前記ⅰに

定める増加する資本金の額を減じた額とす

る。

 　 ⑨新株予約権に関するその他の内容につい

ては、別途開催される取締役会の決議に

おいて定める。

　

（2）当社は、平成19年11月29日開催の定時株

主総会において、会社法第236条、第238条及び

第239条の規定に基づき、当社の従業員及び顧

問並びに連結子会社の取締役及び従業員に対

してストックオプションとして新株予約権を

発行すること及び募集事項の決定を当社取締

役に委任することを決議しております。

 １.特に有利な条件をもって新株予約権を引き

受ける者の募集をすることを必要とする理

由

 　 当社の従業員及び顧問並びに連結子会社の

取締役及び従業員に対し、当社グループの業

績向上や企業価値の増大、株主重視の経営意

識を高めるためのインセンティブを与えるこ

とを目的とするものであります。

 ２.本総会の決定に基づいて募集事項の決定を

することができる新株予約権の内容

 　 ①新株予約権の目的となる株式の種類及び

数

　普通株式500株を上限とする。

　なお、当社が株式分割又は株式併合を行う

場合、次の算式により目的となる株式の数

を調整するものとする。ただし、かかる調整

は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使

されていない新株予約権の目的となる株式

について行われ、調整の結果生じる１株未

満の端数については、これを切り捨てるも

のとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、上記のほか、割当日後、株式数の調整

を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、合理的な範囲で当社は必要と認める

株式数の調整を行う。

    ②新株予約権の数

　500個を上限とする。なお、新株予約権１個

当たりの目的となる株式数（以下「付与株

式数」という。）は１株とする。（ただし①

に定める株式の数の調整を行った場合は、

付与株式数についても同様の調整を行

う。）

 　 ③新株予約権と引換えに払込む金額

　新株予約権と引換えに金銭の払込みを要

しないものとする。
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前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

   　 ④各新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額

　新株予約権の行使に際して出資される財

産の価額は、新株予約権の行使により交付

を受けることができる株式１株当たりの払

込金額（以下「行使価額」という。）に当

該新株予約権に係る付与株式数を乗じた金

額とする。

　行使価額は、新株予約権を割当てる日（以

下「割当日」という。）の属する月の前月

の各日（取引が成立しない日を除く。）の

東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引の終値（以下「終値」という。）の

平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満

の端数は切り上げる。ただし、その金額が割

当日の終値（当日に終値がない場合は、そ

れに先立つ直近日の終値。）を下回る場合

は、割当日の終値とする。

　なお、割当日後、当社が当社普通株式につ

き株式分割又は株式併合を行う場合には、

次の算式により行使価額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

　また、割当日後、当社が当社普通株式につ

き、時価を下回る価額で新株を発行又は自

己株式の処分を行う場合（新株予約権の行

使により新株式を発行する場合を除く。）

は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。

　 　 　 　

既発行株式数 ＋

新規発行株式数

 ×

１株当り払込金額

調整後

行　使

価　額

＝

調整前

行　使

価　額

×
１株当り時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　上記のほか、割当日後に、当社が他社と合

併する場合、会社分割を行う場合、資本減少

を行う場合、その他これらの場合に準じ、行

使価額を調整するものとする場合には、取

締役会の決議により合理的な範囲で行使価

額を調整するものとする。

 　 ⑤新株予約権を行使することができる期間

平成22年４月１日から平成27年３月31日

まで

 　 ⑥譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、

取締役会の承認を要するものとする。
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前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

   　 ⑦新株予約権の行使により株式を発行する

場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項

　ⅰ新株予約権の行使により株式を発行す

る場合において増加する資本金の額は、会

社計算規則第40条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額と

し、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げる。

　ⅱ新株予約権の行使により株式を発行す

る場合において増加する資本準備金の額

は、前記ⅰの資本金等増加限度額から前記

ⅰに定める増加する資本金の額を減じた額

とする。

 　 ⑧新株予約権に関するその他の内容につい

ては、別途開催される取締役会の決議にお

いて定める。

（２）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第10期）（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）平成19年11月29日関東財務局長に提出。

(2) 臨時報告書

 　　 平成19年12月28日関東財務局長に提出

      企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく報告であります。

(3) 臨時報告書

      平成20年１月15日関東財務局長に提出

      企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく報告であります。

(4) 有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類

 　　 平成20年５月16日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成19年５月24日

株式会社メディア工房  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 都甲　孝一　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 守谷　徳行　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社メ

ディア工房の平成18年９月１日から平成19年８月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年９月１日から平

成19年２月28日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等

変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社メディア工房及び連結子会社の平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（※）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年５月26日　

株式会社メディア工房  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 都甲　孝一　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 守谷　徳行　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社メディア工房の平成19年９月１日から平成20年８月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年９月

１日から平成20年２月29日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社メディア工房及び連結子会社の平成20年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成19年９月１日から平成20年２月29日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（※）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成19年５月24日

株式会社メディア工房  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 都甲　孝一　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 守谷　徳行　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社メ

ディア工房の平成18年９月１日から平成19年８月31日までの第10期事業年度の中間会計期間（平成18年９月１日から平成

19年２月28日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社メディア工房の平成19年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年９月１日か

ら平成19年２月28日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（※）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年５月26日

株式会社メディア工房  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 都甲　孝一　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 守谷　徳行　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社メディア工房の平成19年９月１日から平成20年８月31日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成19年９月１

日から平成20年２月29日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社メディア工房の平成20年２月29日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年９月１日か

ら平成20年２月29日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（※）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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